
 

五島市の給与・定員管理等について 
 

 

１ 総括 
 

（１） 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（２１年度末） 
歳出額 Ａ 実質収支 人件費 Ｂ 

人件費率 

Ｂ/Ａ 

(参考) 

２０年度の 

人件費率 

２１年度 ４２，６５２人 
294 億 9,849 万 6 

千円 

8 億 96 万 6 

千円 

57 億 5,600 万 5 

千円 
１９．５% ２０．９% 

※ 人件費には、退職手当事業負担金及び特別職に支給される給料・報酬等を含みます。 

 

（２） 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

職員数 

  Ａ 

給   与   費 １人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

２１年度 ５７１人 
23 億 3,682 万 8 

千円 

3 億 6,956 万 2 

千円 

8 億 9,047 万 6 

千円 

35 億 9,686 万 6 

千円 

629 万 9 

千円 

※ 職員手当には退職手当を含みません。 

 

（３） 給与の抑制措置 

① 職員の給料の１０％引き下げ 

平成１８年４月１日から平成２１年３月３１日までの３か年間実施 

 

②-ア 常勤の特別職給料の２０％引き下げ 

平成１８年４月１日から平成２１年３月３１日までの３か年間実施 

役  職 引き下げ前の給料月額 引き下げ後の給料月額 引き下げ額 

市  長 ８３０，０００円 ６６４，０００円 １６６，０００円 

副 市 長 ６８０，０００円 ５４４，０００円 １３６，０００円 

教 育 長 ６０３，０００円 ４８２，４００円 １２０，６００円 



 

②-イ 常勤の特別職給料の１０％引き下げ 

平成２１年４月１日から実施 

役  職 引き下げ前の給料月額 引き下げ後の給料月額 引き下げ額 

市  長 ８３０，０００円 ７４７，０００円 ８３，０００円 

副 市 長 ６８０，０００円 ６１２，０００円 ６８，０００円 

教 育 長 ６０３，０００円 ５４２，７００円 ６０，３００円 

 

③ 管理職手当の支給率を１～２％引き下げ 

平成１７年４月１日から実施 

役  職 引き下げ前 引き下げ後 

課 長 級 給料月額の１２％ 給料月額の１０％ 

課長補佐級 給料月額の ８％ 給料月額の ７％ 

  

（４）ラスパイレス指数の状況（平成２２年４月１日現在） 
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※ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数

です。 

※ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

す。 

 

２ 一般行政職給料表の状況（平成２２年４月１日現在） 
（単位：円） 

 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

１号給の 

給料月額 
135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 

最高号給の 

給料月額 
243,700 309,400 356,600 390,500 403,000 425,100 

 



３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 
 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 

   （平成２２年４月１日現在） 
 

①一般行政職 

区 分 平均年齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

五 島 市 ４３．６歳 ３４６，５００円 ３９５，４６６円 ３７４，３８６円 

長 崎 県 ４３．８歳 ３４８，９３８円 ４４１，０１８円 ３８５，５６３円 

国 ４１．９歳 ３２５，５７９円 ― ３９５，６６６円 

類 似 団 体 ４１．９歳 ３２６，８１３円 ３７５，９３５円 ３５３，２９４円 

 

②技能労務職 

 

区   分 

公 務 員 民  間 参 考 

平 均 年

齢 

職員数 

（人） 

平均給料 

月額 

平均給与 

月額 

（Ａ） 

平均給与 

月額（国ベ

ース） 

対応する

民間の 

類似職種 

平均年齢 

 

平均給与月額 

 

（Ｂ） 

Ａ／Ｂ 

五 島 市 48.4 歳 32 374,800

円 

396,860

円 

393,238

円 

 ―    

 うち用務員 49.4 歳 22 382,300

円 

404,605

円 

401,414

円 

用務員 53.8 歳 213,600

円 

1.89 

 うち運転手 43.2 歳   2 339,500

円 

377,250

円 

370,800

円 

自家用乗

用自動車

運転者 

56.1 歳 191,900

円 

1.97 

長 崎 県 48.6 歳 382 327,483 

円 

382,014 

円 

352,991 

円 

 ―    

国 49.3 歳 3,955 284,514

円 

 

  － 322,291

円 

 ―    

類似団体 48.6 歳 30 306,912 

円 

330,237 

円 

319,997 

円 

 ―    

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

区  分 

 

参      考 

年収ベース（試算値）の比較 

公 務 員 

（Ｃ） 

民  間 

（Ｄ） 

Ｃ／Ｄ 

五島市 ６，４６２，０２０円     －    － 

 うち用務員 ６，６０８，３６０円 ３，００８，２００円 ２．２０ 

 うち運転手 ６，０６８，７００円 ３，５６１，２００円 １．７０ 

※ 民間のデータは、厚生労働省が公表する「賃金構造基本統計調査」（賃金センサス）の職種別の数値を３ヶ年平均 

（平成１9 年度から平成２1 年度）したものです。 

※ 技能労務職の職種と民間の職種の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致するものではありま

せん。 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員におい

ては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。 

 

③小・中学校（幼稚園）教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

五 島 市 ４４．２歳 ３７１，８４０円 ４２４，７５３円 ４００，０６７円 

長 崎 県 ４４．４歳 ３９６，２２７円 ４５６，１７９円 ― 

類 似 団 体 ４３．８歳 ３２５，３６６円 ３４４，６７６円 ― 

 

④消防職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

五 島 市 ３８．３歳 ２９３，９００円 ３４７，７４２円 ３１６，８５９円 

類 似 団 体 ３９．６歳 ３００，１９６円 ３５９，９３８円 ３２７，３３３円 

 

※ 「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。                                                                           

※ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての

諸手当の額を合計したものです。また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には

時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベース

で再計算したものです。 

 



（２）職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在） 

区   分 
五島市 長崎県 国 

初任給 

一般行政職 
大学卒 １７２，２００円 １７２，２００円 １７２，２００円 

高校卒 １４０，１００円 １４０，１００円 １４０，１００円 

技能労務職 高校卒 １４０，１００円 １５４，３００円 －        

 

（３）職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在） 

区   分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 
大学卒 ２６９，２８３円 ３４２，７００円 ３６２，８２５円 

高校卒 ２３４，２００円 ２７２，０４２円 ３３８，４１４円 

技能労務職 高校卒 － － ３３６，７００円 

※ 経験年数に近似の職員がいない項目は、空欄となっています。 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況 
 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

６級 
課長 

支所長 
３１人 ７．４％ 

５級 課長補佐 ９２人 ２１．９％ 

４級 係長 １７３人 ４１．２％ 

３級 
係長 

上級係員 
８１人 １９．３％ 

２級 上級係員 ２５人 ５．９％ 

１級 事務職員 １８人 ４．３％ 

※ 五島市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

  ※ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 
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※ 平成２０年１月に８級制から６級制に変更しています。 

（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合） 

 

（２）昇給への勤務成績の反映状況 

 

○ 勤務成績が良好でない者（昇給日前１年間の６分の１に相当する期間の日数以上の

日数を勤務していない職員等、昇給日前１年間において、懲戒処分に処された者な

ど）は、号給の調整が行われます。 

○ 平成２０年度から人事評価制度を試行しています。 

 

 

５ 職員の手当の状況 

 

（１） 期末手当・勤勉手当 

五 島 市（企業職を除く） 長  崎  県 国 

１人当たり平均支給額 
（平成２１年度） 

１５６万２千円 

１人当たり平均支給額 
（平成２１年度） 

１６８万４千円 
－ 

（平成２１年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．７５ 月分  １．４０月分 
  (１．５０)月分  (０．７０)月分 

（平成２１年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．７５ 月分   １．４０月分 
  (１．５０)月分   (０．７０)月分 

（平成２１年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．７５ 月分   １．４０月分 
  (１．５０)月分   (０．７０)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による

加算措置 
・役職加算    ５～１５％ 

 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加

算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２０％ 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加

算措置 
・役職加算    ５～２０％ 
・管理職加算  １０～２５％ 

※ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 



【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況 

○ 成績率 

・標準：70.0/100 

・基準日前６ヶ月において、懲戒処分を受けた者：48/100 から 31/100 

○ 期間率 

・ 標準：期間率100/100 

・ 基準日前６ヶ月において、勤務しなかった日から週休日、休日を除いた期間が３

０日を超える場合は除算期間となります。 

 

（２） 退職手当（平成２２年４月１日現在） 

五   島   市 国 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分 勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分 

勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分 勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分 

勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分 勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分 

最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分 最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分 

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （２%～２０%加算） 

  

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （2%～20%加算） 

   

１人当たり 

平均支給額 

自己都合 勧奨・定年 

２３０万６千円 ２，４２５万１千円 

※ 五島市は、長崎県市町村総合事務組合の退職手当事業に加入しており、支給率は同組合の支給条例に基づ

くものです。なお、退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した全職種に係る職員に支

給された平均額です。 

 

（３）特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） 

 

区     分 企業職を除く 

支給実績（平成２１年度決算－企業職を除く） ２，８９５万円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） ３５３，０４８円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度） １２．５％ 

手当の種類（手当数） １３ 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
左記職員に対する支給

単価 

徴収事務従事者

手当 

市税の徴収事務に専従する職

員 

市税の徴収事務 月額  ３，５００円 



福祉事務従事者

手当 

福祉事務従事職員のうち、現

業又は査察事務に従事する職

員 

福祉事務のうち、現業又

は査察事務 

月額  ８，８００円 

行旅死亡人等収

容手当 

行旅死亡人・行旅病人の収容

に従事した職員 

行旅死亡人、行旅病人の

収容 

行旅死亡人の収容 

１件につき 4,000 円 

行旅病人の収容 

１件につき 1,600 円 

感染症防疫作業

従事者手当 

感染の危険がある作業等に従

事した職員 

感染症又は家畜伝染病が

発生し、又は発生するお

それがある場合におい

て、感染症の患者若しく

は患畜若しくは感染症の

疑いのある患者若しくは

疑似患畜の救護又は感染

症の病原体の付着した物

件若しくは付着の危険が

ある物件の処理作業 

日額 600 円 

高所勤務手当 

地上５メートル以上の箇所に

おいて工事の指導監督又は作

業に従事する職員 

地上５メートル以上の箇

所において工事の指導監

督又は作業 

日額 ２７０円 

医師手当 

本市の診療所で医療に従事す

る医師 

 

本市の診療所で医療に従

事する医師に対し支給す

る。ただし、次のいずれ

かに該当する医師に対し

ては、それぞれ次に定め

る額を加算した額を支給

する。       

ア）国民健康保険玉之浦

診療所に勤務する医師 

月額 30 万（別途、経過

措置有） 

イ）市長が必要と認めた

医療に従事した医師  

１回 22，000 円 

月額３０８，０００円 

別途、ア・イを加算する。 

ア）３００，０００円 

イ）１回２２，０００円 

往診手当 
本市の診療所の医師で往診に

従事するもの 

本市の診療所の医師で往

診に従事するもの 

往診料の額 

（３０万円限度） 

校医手当 

本市の診療所の医師で市内の

小中学校の校医 

本市の診療所の医師で市

内の小中学校の校医であ

るもの 

１校につき 

年額 ７５，５００円 

保育所医手当 
本市の診療所の医師で市内の

保育所医 

本市の診療所の医師で市

内の保育所医であるもの 

１保育所につき 

年額 ２０，０００円 



予防接種手当 
本市の診療所の医師で予防接

種に従事するもの 

予防接種に従事 １日  ２，７００円 

離島勤務手当 

離島に所在する出張所等に勤

務する職員 

離島に所在する出張所

（出張所分室を含む。）、

診療所（分院を含む。）、

小中学校及び保育所に勤

務する職員 

月額２３，０００円 

ただし、支給日から３年

を経過した者及び通勤

により勤務する者につ

いては、月額３，０００

円 

用地交渉手当 

用地交渉業務に従事する職員 用地の取得又は処分のた

め継続的に交渉業務に従

事 

日額３５０円 

放射線取扱手当 

放射線照射作業に従事する職

員 

エックス線その他の放射

線を人体に対して照射す

る作業に従事 

日額２３０円 

 

（４） 時間外勤務手当 

 

支給実績（平成２１年度決算－企業職を除く） １億８３８万３千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） １９万８千円 

支給実績（平成２０年度決算） ８，２００万６千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） １１万９千円 

 

（５） その他の手当（平成２２年４月１日現在） 

 

手当名 内容及び支給単価 
国の制

度との

異同 

国 の 制 度

と 異 な る

内容 

支給実績 

（平成２０年

度 決 算 - 企 業

職を除く） 

支給職員１人

当たり平均支

給年額 

扶養手当 

配偶者             13,000 円 

同じ  
1億1,678万

6 千円 
254,991 円 

配
偶
者
以
外 

配偶者以外の扶養親族      6,500 円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人 

11,000 円 

満16歳の年度初めから満22歳の年度末ま

での子           5,000 円加算 

 

地域手当 

 

当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当

該地域における物価等を考慮して規則で定める

地域に在勤する職員に支給する 

同じ  33 万 4 千円 83,601 円 

住居手当 
借家・借間居住職員（月.額 12,000 円を超える

家賃を支払っている職員）   27,000 円以内 
同じ  

4,460 万 

9 千円 
199,147 円 

通勤手当 

交通機関を利用して通勤する職員(2km 以上) 

55,000 円以内 
同じ  

2,847 万 

2 千円 
78,868 円 

自動車等交通用具を使用して通勤する職員

(2km 以上・使用距離に応じて) 24,500 円以内 



単身赴任

手当 

公署を異にする異動等に伴い転居し、やむを得な

い事情により配偶者と別居することとなった職

員で、当該異動の直前の住居から当該異動の直後

に在勤する公署に通勤することが困難であると

認められるもののうち、単身で生活することを常

況とする職員 

・23,000 円＋加算額 

※加算額は距離に応じて6,000円～45,000円 

同じ  355万3千円 296,083 円 

管理職手

当 

管理又は監督の地位にある職員 

・課長級：給料月額の 12％ 

・課長補佐級：給料月額の 8％ 

(※ただし、H17.4.1 から当分の間 12%は

10%、8%は 7%で支給する) 
異なる 

人事院規則

9-17 （俸

給の特別調

整額）第 1

条、別表第

1 に お い

て、組織別、

官職別に指

定され、区

分別に定額

の手当額が

定められて

います 

3,512 万 

3 千円 
433,615 円 

初任給調

整手当 

医療職給料表の適用を受ける職員の職に新たに

採用された職員  

・410,900 円(採用の日から 35 年の期間に限

る) 

異なる 

国：職員の

区分及び採

用の日以後

の期間の区

分に応じて

額が変動 

1,479 万 

2 千円 

2,465,400

円 

休日勤務

手当 

休日において正規の勤務時間中に勤務すること

を命ぜられ、勤務した場合 

※勤務１時間当たりの給与額×135/100×休

日勤務時間数 

異なる 

※勤務１時

間当たりの

給与額の算

出方法が異

なる 

3,141 万 

1 千円 
341,420 円 

宿日直手

当 

宿日直勤務を命ぜられた職員 

・勤務１回につき 4,200 円（入院患者の病状の

急変等に対処するための医師の宿日直勤務にあ

っては 20,000 円、看護師の宿日直勤務にあっ

ては 7,200 円） 

異なる 

国：勤務時

間が5 時間

未満の場合

は、百分の

五十を乗じ

て得た額 

662 万円 601,818 円 

夜間勤務

手当 

正規の勤務時間として午後 10 時から翌日の午

前５時までの間に勤務した場合 

※勤務１時間当たりの給与額×25/100×夜間

勤務時間数 

異なる 

※勤務１時

間当たりの

給与額の算

出方法が異

なる 

380万4千円 43,719 円 

管理職員

特別勤務

手当 

管理職手当を受給している職員が、臨時又は緊急

の必要等により、週休日、休日等に勤務した場合  

・課長級：6,000 円 ・課長補佐級：4,000 円 

異なる 

国：職員に

適用される

棒給の特別

調整額の区

分等に応じ

支給額が異

なる 

4 千円 4,000 円 

 

へき地手

当 

 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１０条の５の規定に準じて支給する。 

・給料及び扶養手当の月額の合計額の 100 分の 

25 を超えない範囲内 

  262万1千円 436,909 円 

へき地手

当に準ず

る手当 

 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１０条の６の規定に準じて支給する。 

・給料及び扶養手当の月額の合計額の 100 分の 

4 を超えない範囲内 

  112万9千円 225,818 円 

義務教育

等教員特

別手当 

 

教育委員会に勤務する指導主事に対し、長崎県市

町村立学校県費負担職員の給与等に関する条例

第１８条の２の規定に準じて支給する。 

・月額 22，000 円を超えない範囲内 

  95 万 4 千円 159,050 円 



特定任期

付職員業

績手当 

特定任期付職員のうち、特に顕著な業績を挙げた

と認められる職員 

・給料月額に相当する額 

同じ  110万7千円 
1,107,000

円 

 

６ 特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在） 

 

区   分 給料月額等 （参考）類似団体における最高／最低額 

給 

料 

市 長 

副市長 

 

８３０，０００円 （７４７，０００円） 

６８０，０００円 （６１２，０００円） 

 

 

９４０,０００円／２５９,０００円 

７６９,０００円／２４９,０００円 

 

報 

酬 

議 長 

副議長 

議 員 

４３３，０００円 （４１１，３００円） 

３５１，０００円 （３３３，４００円） 

３３５，０００円 （３１８，２００円） 

５９８,０００円／２３０,０００円 

５２２,０００円／２００,０００円 

４６５,０００円／１８０,０００円 

期 

末 

手 

当 

市 長 

副市長 

（平成２１年度支給割合） 

３．１０月分 

議 長 

副議長 

議 員 

（平成２１年度支給割合） 

３．１０月分 

退
職
手
当 

市 長 

副市長 

 （算定方式）               （１期の手当額）    （支給時期） 

給料月額×支給割合 600/100×在職年数  19,920,000 円      任期毎                     

 給料月額×支給割合 360/100×在職年数   9,792,000 円       任期毎      

 

※ 市長、副市長については平成２１年４月１日から給料の１０％減額を実施しており、（ ）書きは減額

後の額です。 

※ 議長、副議長及び議員については平成１９年１月１日から報酬の５％減額を実施しており、（ ）書き

は減額後の額です。 

※ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）

勤めた場合における退職手当の見込額です。 

 



７ 職員数の状況 
 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 

 

    区 分 

 

部 門 

増減数 増減数 増減数 主な増減理由 

平成 21 年 

4 月 1 日現在 

平成 22 年 

4 月 1 日現在 
  

普 

通 

会 

計 

部 

門 

一
般
行
政
部
門 

議  会 5 5  

部門間異動による増員 

総  務 154 153 ▲1 

税  務  33  34  1 

農林水産 55 57 2 

商  工 23 24 1 

土  木 42 42  

民  生 45 39 ▲6 

衛  生 56 57 1 

計 413 411 ▲2 

<参考> 

人口１万人当たり職員数 

96.78

人 

教 育 部 門 58 61 3 
退職不補充による減員 

消 防 部 門 100 96 ▲4 

小  計 571 568 ▲1 

<参考> 

人口１万人当たり職員数 

133.75 人 

（類似団体の人口１万人当たり

の職員数 96.06 人） 

公
営
企
業
等 

 
 

 
 

会
計
部
門 

病  院 16 16   

養護老人ホームの民営化、退職

不補充による減員 

水  道 38 36 ▲2 

交  通 5 5  

そ の 他 42 39 ▲3 

小  計 101 96 ▲5 

合  計 
672 

[911] 

664 

[911] 

▲8 

[0] 

<参考> 

人口１万人当たり職員数 

156.36 人 

 

※ 職員数は一般職に属する職員数です。 
※ [     ]内は、条例定数の合計です。 

 

 



（２）年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在） 
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区 分 

20

歳 

 

 

未満 

20

歳 

～ 

23

歳 

24

歳 

～ 

27

歳 

28

歳 

～ 

31

歳 

32

歳 

～ 

35

歳 

36

歳 

～ 

39

歳 

40

歳 

～ 

43

歳 

44

歳 

～ 

47

歳 

48

歳 

～ 

51

歳 

52

歳 

～ 

55

歳 

56

歳 

～ 

59

歳 

60

歳 

 

 

以上 

計 

職員数 
人 

 1 

人 

26 

人 

33 

人 

37 

人 

87 

人 

75 

人 

77 

人 

65 

人 

79 

人 

101 

人 

79 

人 

 4 

人 

664 

 

（３）職員数の推移 

（単位：人・％）  

年度 H17 年 H18 年 H19 年 H20 年 H21 年 H22 年 
過去５年間 

の増減数（率） 

一般行政 501 495 480 439 413 411 ▲11.98（％） 

教育 83 79 62 58 58 61 ▲26.51（％） 

消防 95 95 97 98 100 96 1.05（％） 

普通会計計 679 669 639 595 571 568 ▲16.35（％） 

公営企業会計計 110 97 97 96 101 96 ▲12.73（％） 

総合計 789 766 736 691 672 664 ▲15.84（％） 

※ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 

 

 



８ 公営企業職員の状況 
 

（１）水道事業 
 

① 職員給与費の状況 

ア 決算 

区 分 
総費用  

Ａ 
純損益又は実質収支 

職員給与費 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 Ｂ／Ａ 

２１年度 5 億 402 万 3 千円  ２19 万 2 千円 1 億 56 万 2 千円      ２０．０％ 

 

 

区 分 
職員数 

Ａ 

給   与   費 １人当たり 

給与費 

Ｂ／Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

２１年度 16 人 6,626 万円 855 万 3 千円 2,574 万 9 千円 1 億 56 万 2 千円 628 万 5 千円 

※ 職員手当には退職手当を含みません。 

※ 職員数は平成２２年３月３１日現在の人数です。 

 

イ 給与の抑制措置 

  ・職員の給料の１０％引き下げ 

平成１８年４月１日から平成２１年３月３１日までの３か年間実施 

 

 

 

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２２年４月１日現在） 

 

区   分 平均年齢      基本給 平均月収額 

五 島 市 ４１．９歳 ３６４，４７６円 ５２３，７５８円 

市町村団体平均 ４５．６歳 ３６６，７１９円 ５４６，４９５円 

※ 基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合計額です。 

※ 平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。 

 

③ 職員の手当の状況 

ア  期末手当・勤勉手当 

企  業  職 五島市（企業職を除く） 

１人当たり平均支給額（平成２１年度） 
１６０万９千円 

１人当たり平均支給額（平成２１年度） 
１５６万２千円 



（平成２１年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．７５ 月分  １．４０月分 
  (１．５０)月分  (０．７０)月分 

（平成２１年度支給割合） 
  期末手当      勤勉手当 
  ２．７５ 月分  １．４０月分 
  (１．５０)月分  (０．７０)月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算    ５～１５％ 

 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算    ５～１５％ 

 

※ (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

イ  退職手当（平成２２年４月１日現在） 

企  業  職 五島市（企業職を除く） 

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年 

勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分 勤続２０年 ２３．５０月分 ３０．５５月分 

勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分 勤続２５年 ３３．５０月分 ４１．３４月分 

勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分 勤続３５年 ４７．５０月分 ５９．２８月分 

最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分 最高限度額 ５９．２８月分 ５９．２８月分 

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （２%～２０%加算） 

  

 その他の加算措置 

 ・定年前早期退職特例措置 （2%～20%加算） 

   

１人当たり 

平均支給額 

自己都合 勧奨・定年 

２３０万６千円 ２，４２５万１千円 

※ 五島市は、長崎県市町村総合事務組合の退職手当事業に加入しており、支給率は同組合の支給条例に基づ

くものです。なお、退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した全職種に係る職員に支

給された平均額です。 

 

 

 

ウ  時間外勤務手当 

支給実績（平成２１年度決算） ２０３万６千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算） １４万５千円 

 

エ  その他の手当（平成２２年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行

政職の

制度と

の異同 

一 般 行 政

職 の 制 度

と 異 な る

内容 

支給実績（20

年度決算） 

支給職員１人

当たり平均支

給年額(20 年

度決算) 

扶養手当 

配偶者             13,000 円 

同じ  372 万円 265,714 円 
配
偶
者
以
外 

配偶者以外の扶養親族     6,500 円 

配偶者のいない職員の扶養親族のうち１人 

11,000 円 

満16歳の年度初めから満22歳の年度末ま

での子          5,000 円加算 



住居手当 
借家・借間居住職員（月額 12,000 円を超える

家賃を支払っている職員）  27,000 円以内 
同じ  166万3千円 237,571 円 

通勤手当 

交通機関を利用して通勤する職員(2km 以上) 

55,000 円以内 
同じ  61 万 6 千円 61,601 円 

自動車等交通用具を使用して通勤する職員

(2km 以上・使用距離に応じて) 24,500 円以内 

管理職手

当 

管理又は監督の地位にある職員 

・課長級：給料月額の 12％ 

・課長補佐級：給料月額の 8％ 

(※ただし、H17.4.1 から当分の間 12%は

10%、8%は 7%で支給する) 

同じ  51 万 9 千円 518,824 円 

 


